
  

総論
第3章  社会的援護を要する児童

現在のわが国の児童約3,000万人の大部分はほぼ健全な状況のもとで成長している。しかし,児童のうちに
は,現に身体や精神に障害を有していたり,あるいは社会的にハンデイキヤツプを有している児童も少なく
なく,これらの児童に対する福祉施策は今後とも強化,拡充していかなければならない。 
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総論
第3章  社会的援護を要する児童
1  社会的援護を要する児童数

身体的,精神的な障害あるいは社会的なハンデイキヤツプのある児童などについては第4編第1章および第
3章において述べられているが,そのおもなものはつぎのとおりである。

まず,身体的,精神的な障害を有する児童のうち精神薄弱児については,昭和41年8月に行なわれた精神薄弱
者(児)実態調査結果によると,第3-1表のとおり,在宅の精神薄弱児は,22万1,100人と推定されている。身体
障害児については,昭和45年10月に行なわれた身体障害児実態調査結果によると,在宅の身体障害児は9万
3,800人,そのうち重度の身体障害児が3万1,300人とそれぞれ推定されている。なお,この調査では,従来か
ら行なわれていた視覚障害,聴覚障害,し体不自由などの障害のほかに心臓および呼吸器機能障害について
調査が行なわれ,その実態がはじめて明らかにされたものである。

第3-1表 年齢階級別精神薄弱の程度別精神薄弱児数(41年8月)

それぞれの調査の結果からみると,これらの障害児童の障害の程度は重度化し,しかも年齢低下の傾向を示
しており,治療や機能回復訓練など幅広く対策を講じていく必要がある。

また,社会的なハンデイキヤツプのある児童のうち,要保護児童は,昭和44年10月に行なわれた全国家庭児
童調査によれば,医療を要する児童14万9,600人,施設入所を要する児童4万9,300人,相談を要する児童12万
4,100人,経済的保護を要する児童14万2,300人の計46万5,300人と推定されている。また,情緒障害児は18
万6,100人と推定されているが,このうち医療,施設入所などの保護などの必要のある児童は7万4,800人で
ある。

また,保育所に入所を要する児童数についても,昭和42年8月に行なわれた全国要保育児童等実態調査その
他の資料によれば,なお相当数にのぼるものと推定される。

これらの児童に対しては,それぞれ必要な措置が講じられているが,その態様はつぎにのべる施設収容によ
る援護と後にのべる在宅援護とに大別される。
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2  児童福祉施設数

児童福祉法には,児童福祉施設として14種類のものが定められており,このほか関係施設としての,自閉症児
施設などを加えると,その種類は20をこえているが,その概況はつぎのとおりである。

まず,身体的,精神的な障害のある児童に対する施設としては,精神薄弱児施設,精神薄弱児通園施設,虚弱児
施設,し体不自由児施設,盲ろうあ児施設,重症心身障害児施設の6種類がある。

このほかに国立療養所委託病床として重症心身障害児と進行性筋萎縮症児のための施設および自閉症児
施設がある。

これらの施設は,精神薄弱児施設,虚弱児施設,し体不自由児施設,盲ろうあ児施設,重症心身障害児施設のよ
うな収容形式のものと,精神薄弱児通園施設,し体不自由児の通園施設のような通園形式のものとに分ける
ことができる。

これらについて,施設数,収容定員の年次推移は第3-2表のとおりであるが,重症心身障害児施設が昭和40年
には3施設であつたのが,昭和45年には,児童福祉法に定める施設が25施設と国立療養所委託分27施設,合計
52施設と特に目だつて伸びている。

第3-2表 児童福祉施設の施設数,収容定員の推移
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また,社会的にハンデイキヤツプのある児童に対する施設としては児童福祉法には,助産施設,乳児院,母子
寮,保育所,養護施設,情緒障害児短期治療施設,教護院,児童厚生施設(児童館など)の8種類が定められている
が,これらについても,保育所のように通園形式のものと,助産施設,乳児院,母子寮,養護施設,情緒障害児短期
治療施設,教護院のように収容形式のもの,児童厚生施設のように利用形式のものとに分けることができ
る。

これらの施設数,収容定員の年次推移は第3-2表のとおりであり,通園形式,利用形式をとる施設の施設数,収
容定員などの伸びが大きいことが注目される。
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3  精神薄弱児施設,重症心身障害児施設などの増設を

1に述べたとおり,在宅の精神薄弱児数は昭和41年8月において,22万1,100人と推計されており,そのうち,精
神薄弱児施設に入所を必要とする児童数は3万900人である。

また,重症心身障害児数は昭和45年において,7,700人と推計され,そのうちの大部分である92.6%にあたる
7,200人が施設入所を必要とする児童である。

施設の面からみると第3-2表のとおり,精神薄弱児施設,重症心身障害児施設はともにその他の施設に比べ
て増設の割合は大きい。しかしこれらの児童に対する効果のある援護は,早期発見,早期治療が最も重要な
ことであることを考え合わせたとき,現在の精神薄弱児施設が315,収容定員2万3,582人,また,重症心身障害
児施設が25,収容定員2,922人,国立療養所委託分27施設,収容定員2,880人にすぎず,施設入所を要する児童
(精神薄弱児3万900人,重症心身障害児7,200人)のうち,まだ多くの児童が治療や機能回復訓練などをじゆ
うぶんに受けられない状態にある。

したがつて,早期治療を最も必要とするこれらの障害について,施設の増設などによつて早期に収容するな
どの対策を講じることが必要である。
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4  不足する情緒障害児短期治療施設

1に述べたように,情緒障害児数は昭和44年において,18万6,100人と推計されているがこのうち,約10%弱
が施設入所を必要とする児童と見込まれている。

しかし,現在,情緒障害児短期治療施設は第3-2表にみるように昭和45年12月現在で,6施設,収容定員は300
人にすぎず,大多数の情緒障害児に対しては,適切な援護が行なわれていない。

情緒障害児は,適切な治療方法がとられれば,治ゆが可能なものであることを考慮すれば,施設の増設などに
より,その対策を急ぐことが緊急の課題といえよう。
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5  多い老朽木造施設

収容形式の施設はもちろんのこと,通園形式の施設においても,児童は一日の生活時間の多くをそこで過ご
している。

また,地震,火災などに際しては,施設が不備であれば,児童の判断能力がまだ乏しいこととあいまつて,より
悲惨な結果を生むこととなろう。この意味で,施設は快適なものであると同時に,地震,火災などにもじゆう
ぶん耐えられることが必要とされる。

それでは,現在の施設の状況はどのようなものであろうか。

第3-3表は児童福祉施設を構造別にみたものであるが,これからも明らかなとおり,全体の8割が木造のもの
であり,鉄骨造のものはわずか6%にすぎない。

第3-3表 構造別にみた児童福祉施設

また,この木造の施設のうち,第3-4表 第3-4表からも明らかなとおり,建築後21年以上たつているものが1割
以上もある。

第3-4表 児童福祉施設の構造のうち,木造棟の経過年数

このような施設の現状は,生活の快適さ,地震,火災などに対しての安全性などから考えてその整備がじゆう
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ぶんでないので,早急にその改善が行なわれなければならない。
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6  施設職員の労働条件

福祉施設が真にその社会的使命を果たすためには,質量ともにじゆうぶんな職員が確保され,かつ,複雑困難
な職務に安んじて専念できるような労働条件の整備と,給与その他の処遇が確立されていなければならな
い。これらの点については,毎年その改善がはかられてきているが,なお,不十分な点も多い。

まず,施設職員の勤務条件については,基本的に長時間労働,断続勤務,夜勤など,施設運営上の特殊性からく
る困難な条件があるほか,最近,養護施設では,年少幼児が増加し,また心身障害児関係施設では入所児童の
症状が重度化しつつあるという傾向が認められる。

第3-5表は,昭和44年度に乳児院に在院した乳児4,623人について,先天性疾患の有無を示したものである
が,30%にあたる1,390人の乳児が何らかの先天性疾患を有していることが判明している。

第3-5表 先天性疾患別統計(44年度の在院児4,623人について)

つぎに,職員の給与については,毎年その改善が図られているが上述の勤務条件や職務内容を考慮すれば,な
お,じゆうぶんなものとはいいがたい。社会福祉施設における資質の高い職員の確保という観点から総合
的な職員処遇のあり方を検討し,引き続き適切な対策を講ずべきであると考えられる。

さらに現在各施設について入所児童数に対し必要な保母,看護婦など職員数,設備,構造の要件などを定めて
いる「児童福祉施設最低基準」についても,入所児童の動向(年齢,健康状態など),職員の労働条件などに常
時配慮を払い,適正な職種の職員を絶えず確保できるよう,その敏速な改正がはかられなければならない。

厚生白書（昭和46年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和46年版）



  

総論
第3章  社会的援護を要する児童
7  保育の諸問題
(1)  保育所の任務

家庭は今日でも依然として児童の人間形成の第一義的な場であり,児童はそこで母親を中心とした家族と
の人間関係を通じて健全に育つていくものである。

しかし,この家庭での保育機能が何らかの原因で円滑に発揮されない場合は,児童には当然これに代わるべ
き場が与えられなければならない。

このような場として,設けられているものが保育所である。

戦後,保育所がそれまでの社会事業法におけるものと異なり,児童福祉法において,児童福祉施設として定め
られるに至つたゆえんも,保育に欠ける児童を健全に育成し,児童の福祉を増進することを,その理念にして
いるためにほかならない。

なお,最近幼児教育の充実強化に対する社会的ニードの増大などにより,幼稚園と保育所の一元化を主張す
る意見もある。この点については,なお議論の多いところであるが短時間の幼児教育を主眼とする幼稚園
と,母親に代わつて教育と養護を一体化し,長時間の保育を行なつている保育所とは,本来機能を異にするも
のと考えられる。

したがつて当面は両者の運営の実態についてはじゆうぶんな調査検討を行ないおのおのの役割,機能の明
確化を図ることが必要である。
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7  保育の諸問題
(2)  保育の現況

近年,婦人-特に既婚婦人-の職場進出は年々増加している。

第3-6表は婦人労働者について,配偶関係別にその推移を示したものであるが,昭和44年には,既婚婦人が,全
婦人労働者の過半数を占めるに至つており,第2章第1節の4でも述べたように,今後も労働力不足,婦人の社
会参加意欲の増大,などの要因により,この傾向は続くものと思われる。

第3-6表 配偶者関係別女子雇用者数,構成割合の推移(非農林業)

このような既婚婦人の職場進出に伴つて保育所において措置を要する児童数も増加し,これらの児童の福
祉をはかるために,保育所に対する社会的要請はいよいよ大きくなつている。

このような事情を背景に,保育所は第3-2表にみられるとおり年々整備されてきており,入所児童数も増加
しているが,その地域的バランスは必ずしもとれているとはいい難い。

第3-7表は,年齢別にみた就学前の児童の保育状況を示したものであるが,全国でなお相当数の保育に欠け
ている児童が存在しているものと推定されるので,これら児童の保育のための幅広い施策を進める必要が
ある。
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第3-7表 年齢別にみた就学前の児童の保育状況

なお,児童を健全に育成していくうえからは,まず家庭での育児を望みながらも就労せざるを得ない状態を
解消するため,児童手当制度の充実,父親の賃金の改善,住宅難の解消などの前提条件の整備がより大きな効
果を生む場合が多いことも考慮されなければならない。

同時に,このように保育に欠けている状態のなかには,児童福祉の立場からみて,必ずしも好ましくないもの
が生じてくるということも留意しなければならない。昭和42年10月に小学校6年生以下の児童を持つ母親
を対象に行なわれた「こどもの保育および就労に関する母親の意識調査(総理府)」によると就労している
目的を経済的な面に限つて調べた結果,雇用者である場合,「生計費をまかなうため,生計費の不足をおぎな
うため」は64%であるが,「レジヤー資金を作るため,自分の小づかいが欲しいから」は11%に及んでおり,
今日における既婚婦人の就労の目的が必ずしも経済的理由のみではなく社会的に期待される業務への参
加などによることを考慮しても,幼いこどもを持つ母親が安易な気持から就労するといつた傾向があると
すれば児童福祉の観点から,問題であろう。
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7  保育の諸問題
(3)  保母の養成と確保

児童福祉施設においては,(1) 厚生大臣の指定する保母を養成する学校,その他の施設を卒業した者,(2) 保母
試験に合格した者が保母として従事しているが,現実にはこれらの保母資格のない者もいる。このような
無資格の保母は,全体に占める割合では漸次低下しているが,専門職化をめざす保母に対して,より高度な理
論と能力が必要とされる今日,このような無資格保母の存在は問題であり,今後はこの解消のための積極的
な方途が講じられなければならない。

また,保母資格取得制度についても,保母試験のあり方について,その内容,受験資格などが保母養成施設卒
業生の水準とそんしよくのないものとするよう再検討する必要があろう。

さらに今後は,保育所の増設に伴い資質の高い保母が多数必要となるので保母養成施設の増設,定員増を行
ない,計画的に保母を養成していかなければならない。また,現任保母の資質を向上させるために,その研修
を行なう必要もあり,そのための研修機関の設置も必要である。

同時に優秀な保母を確保するためにはさきに施設職員の労働条件の項で述べたように資格にみあつて勤
務上の諸条件を充実していくことが必要である。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和46年版）



  

総論
第3章  社会的援護を要する児童
7  保育の諸問題
(4)  保育形態の多様化

近年,婦人労働の就労態様の多様化に伴い,保育需要も多様化する傾向にあり,具体的には保育時間の延長,
病児保育,乳児保育などが大きな問題となつている。
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7  保育の諸問題
(4)  保育形態の多様化
ア  保育時間の延長と病児保育

保育時間については,現在8時間が原則となつているが,働く婦人-母親-の労働時間(拘束時間),通勤時間の実
態を考えれば,現在の保育時間は再検討の必要があろう。しかし,長時間保育は,児童の心身発達上好ましく
ない影響を及ぼし,欲求不満,情緒不安定などの心理的問題徴候が多くみられ,また,集中力,持久力などの機
能低下がみられるという報告が行なわれている(昭和43年度厚生科学研究「長時間保育が児童の心身発達
に及ぼす影響に関する研究」)ので,保育時間を延長する場合には,できるだけマイナス面を少なくするよう
に留意する必要がある。

また,この際,保母がオーバーワークに陥らぬよう代替保母などを配慮することも当然である。なお,現行の
保育時間のままで地域の実情に応じた開園,降園時間を定めることにより,事態はかなり改善されるものと
考えられるので,この点の検討も必要である。

また,病児保育については,これを行なうためには医学管理,保母の特別教育,他の児童への伝染防止のため
に特別の施設,職員が必要となる。しかし,多くの保育所に治療施設を設け,そこに医師,看護婦を配置する
ことは実際上困難であるばかりでなくむしろ方向としては母親の病児看護を容易ならしむるような特別
休暇の慣行が普及されることが望ましいであろう。
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総論
第3章  社会的援護を要する児童
7  保育の諸問題
(4)  保育形態の多様化
イ  乳児保育と無認可保育所

働く母親にとつて,乳児保育に対する要望は強い。いわゆる,無認可保育所が多く設けられ,またその中で
も, 第3-8表にみられるように,とくに大都市においては乳児を預かる零細な規模の保育所が多いというこ
とは,このような事情によるものであろう。しかし,乳児保育についても,すぐ,すべての保育所にこれを普
及させることは困難である。

第3-8表 無認可保育所における受け入れ開始年齢および年齢別児童数

すなわち,この実施のためには,病児保育の場合と同じく施設面の配慮,医師,看護婦の配置および保母の特
別教育を必要とすることのほか,乳児の安全対策上の問題もあり,さらに重要なことは,児童の人格形成にと
つて最も重大なこの時期の保育はやはり,最良の保育者である母親によつて行なわれることが望ましいと
一般に考えられていることである。

したがつて,むしろ乳児保育よりは,現在一部企業で行なわているいわゆる育児休職の制度をさらに普及さ
せることの方が,母子双方にとつて望ましいものである。しかし,この育児休職制度が一般化していない現
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在では,自己の能力の社会的活用を期待される母親が増加していることをも直視し,必要にして適正な保育
の充実をはからなければならない。

また,無認可保育所については,昭和44年5月に行なわれた,無認可保育所調査によれば,第3-9表 のとおり保
育所数は2,407か所,児童数は11万3,431人となつているが,これらの無認可保育所のうちには設備が不十分
であつたり,保育者の質に問題なしとしないものも数多く見受けられる。

第3-9表 無認可保育所の実態

したがつて認可保育所を早急に整備し,無認可保育所が増加しないようにするとともに,今後ともこれらの
無認可保育所に対しては,その改善を行ない,できるだけ認可保育所となるように指導を行なうとともに,こ
れを容易ならしめるための助成を行なう必要がある。
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総論
第3章  社会的援護を要する児童
8  在宅援護の強化が必要

ハンデイキヤツプのある児童に対しては,これまで述べたような施設を利用しての援護のほかに,在宅援護
を強化し,児童の健全育成をはかることにも努めなければならない。

まず,精神薄弱児について,収容施設などがまだ不足していることは,さきに述べたとおりであるが,児童福
祉司や精神薄弱者福祉司などの専門職員が,それらの家庭を訪問し,相談に応じ必要な助言,指導がじゆうぶ
んに行なわれれば,在宅の指導も可能なものも多くいるので,これらの専門職員の訪問指導の強化が必要で
ある。

また,精神薄弱児の場合には,特に親に対する指導が重要であることから,保護者の指導のための対策を推進
することが必要である。

また,身体障害児,精神薄弱児の場合には,現在,重症児に対し,特別児童扶養手当の支給や家庭奉仕員の派遣
などの制度が行なわれているが,介護を必要とする児童の介護者の状況をみると,父母や祖父母などの家族
がほとんどを占めており,家族が負う経済的,精神的な負担が大きい。したがつて,特別児童扶養手当の支給
額の引き上げ,家庭奉仕員制度の充実強化や障害児完全はあくのための登録制度の普及など在宅障害児対
策の強化が必要である。

情緒障害児に関しても,収容施設などはまだ立ちおくれているということはさきに述べたとおりであるが,
さらに情緒障害児の場合には,在宅治療により,じゆうぶん治ゆし,むしろその方が望ましい者も相当程度い
るものと考えられる。

したがつて,児童相談所において,医師,セラピストなどの職員の充実を行ない,相談業務を強化し,当該児童
に対するのみならず家族に対する個別指導をじゆうぶん行なえるようにする必要がある。

また,非行児童対策としても,この制度が有効なものとなることが考えられる。
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総論
第3章  社会的援護を要する児童
9  母子家庭の所得保障の強化を

母子家庭の所得は,第3-10表にみられるとおり他の世帯と比較して非常に低い状況にある。特にここで問
題であるのは昭和43年,44年には母子世帯では平均に対し5割以上の収入があつたにもかかわらず,45年に
は,5割以下となり,その格差が拡大していること,また,実額でも他の世帯では対前年度比15%程度の伸びを
示しているのに,母子家庭においては実収入がわずかしか伸びていないということであり,母子家庭は経済
的繁栄の成果をじゆうぶん受けることができなかつた,といえるであろう。

第3-10表 世帯類型別1世帯当たり1か月間の実収入額（勤労者世帯実収入）

このように,父親の欠損の結果として,経済的に恵まれない状況にある母子家庭の児童にとつて,所得保障の
果たす役割は非常に大きいものとなるが,この所得保障施策の現況はつぎのとおりであり,まだまだ不十分
なものである。

まず,母子家庭に対する所得保障として最も本来的であるものは遺族年金であるが,1件当たり平均年金額
は,昭和45年度末で,厚生年金保険の遺族年金が9万9,372円(月額8,281円),国民年金の母子年金の場合9万
4,714円(月額7,893円)にすぎず,また,その他の所得保障施策である母子福祉年金が月額2,900円(児童1人の
場合,昭和46年11月から),児童扶養手当も月額2,900円(児童1人の場合,昭和46年11月から)という状況であ
る。

したがつて,今後はこれら所得保障施策,特に遺族年金,母子年金を充実し,母子世帯の所得の増加をはかる
必要がある。
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